
 貸 借 対 照 表　　　　　　　　               

金  　  額 金  　  額

 流  動  資  産 94,402  流  動  負  債 38,099 

現 金 及 び 預 金 12,527 9,701 

受 取 手 形 37 1 

売 掛 金 15,182 804 

契 約 資 産 311 1,755 

販 売 用 不 動 産 1,355 3,622 

商 品 0 760 

未 成 工 事 支 出 金 1,470 2,696 

貯 蔵 品 103 420 

前 渡 金 686 3,247 

前 払 費 用 192 10,916 

短 期 貸 付 金 58,726 3,607 

そ の 他 3,809 106 

貸 倒 引 当 金 △  1 457 

 固  定  資  産 62,850  固  定  負  債 41,074 

   有 形 固 定 資 産 11,156 58 

建 物 5,245 2,245 

構 築 物 185 11,262 

機 械 及 び 装 置 47 139 

車 両 運 搬 具 0 27,229 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 404 138 

土 地 3,417 79,173 

リ ー ス 資 産 113 

建 設 仮 勘 定 1,743 

   無 形 固 定 資 産 11,373 

の れ ん 7,261 

借 地 権 13  株 主 資 本 78,071 

電 話 加 入 権 397   資    本    金 1,653 

ソ フ ト ウ ェ ア 3,447   資 本 剰 余 金 1,227 

そ の 他 253 1,227 

   投資その他の資産 40,320   利 益 剰 余 金 75,189 

投 資 有 価 証 券 1,770 114 

関 係 会 社 株 式 4,079 75,075 

関 係 会 社 出 資 金 2 別 途 積 立 金 34,393 

長 期 貸 付 金 8 繰 越 利 益 剰 余 金 40,682 

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 1,205  評価・換算差額等 7 

長 期 前 払 費 用 273   その他有価証券評価差額金 7 

繰 延 税 金 資 産 5,804 

敷 金 及 び 保 証 金 24,414 78,079 

そ の 他 2,771 

貸 倒 引 当 金 △  10 

157,253 157,253 

(注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

資 本 準 備 金

資   産   合   計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

純   資   産   合   計

利 益 準 備 金

（２０２５年　３月３１日現在）

　　資　　産　　の　　部　　 　　負　　債　　の　　部　　

科　　　　　目 科　　　　　目

買 掛 金

未 払 法 人 税 等

未 払 金

リ ー ス 債 務

短 期 借 入 金

純    資    産    の    部　　

負   債   合   計

そ の 他

長 期 預 り 敷 金 保 証 金

資 産 除 去 債 務

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

リ ー ス 債 務

関 係 会 社 長 期 借 入 金

未 払 消 費 税 等

前 受 金

預 り 金

役 員 賞 与 引 当 金

賞 与 引 当 金

契 約 負 債

未 払 費 用

（単位：百万円）



 
損 益 計 算 書　　　　　　　　            

（単位：百万円）

科         目 金         額

181,676 

158,394 

23,282 

12,790 

10,492 

167 

29 

38 

51 

35 323 

0 

51 

5 57 

10,757 

382 382 

11,140 

5,118 

△  1,319 3,799 

7,341 

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２０２４年　４月０１日から
２０２５年　３月３１日まで

売 上 高

受 取 利 息

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

経 常 利 益

受 取 配 当 金

保 険 金

保 険 配 当 金

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

固 定 資 産 除 却 損

そ の 他

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

特 別 利 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益

（ ）



（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

イ． 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

ロ． その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 決算日の市場価格等による時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し､売却原価は移動平均法により

算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

  なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（金融商品

取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）の損益のうち、当

社に帰属する持分相当損益を「売上高」又は「売上原価」に計上するとと

もに「投資有価証券」を加減する処理を行っております。

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法

イ． 個別法による原価法

ロ． 売価還元法による原価法

ハ． 個別法による原価法

二． 最終仕入原価法による原価法

(注)いずれも貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。

　なお、耐用年数については、1998年３月31日以前に取得した建物については、1998年度税制改正前の

耐用年数を、その他の資産については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

　また、事業用定期借地権を設定して賃借した土地等にある建物については、残存価額零円として使用

期限を耐用年数とした定額法によっております。

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。

（３）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支払に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上して

おります。

（３）役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

（４）退職給付引当金

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

　なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による

均等額を発生年度の翌事業年度から費用処理しております。

販 売 用 不 動 産

商 品

未 成 工 事 支 出 金

貯 蔵 品



４．収益及び費用の計上基準

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。

（貸借対照表に関する注記）
１．担保に供している資産並びに対応する債務

（１）担保に供している資産

建物 百万円

土地 百万円

短期貸付金 百万円

投資有価証券 百万円

関係会社株式 百万円

長期貸付金 百万円

関係会社長期貸付金 百万円

計 百万円

※上記の建物・土地以外の資産は、関係会社等の債務に対して担保に供しております。

（２）担保資産に対応する債務

長期借入金 百万円

（内1年内返済予定額） 百万円)

計 百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額

３．関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 百万円

短期金銭債務 百万円

99

497

60

(1

60

0

4,399 百万円

60,046

812

43

11

13

229

99

　マンション管理事業・ビル管理事業における主な業務は、建物の管理・運営業務となっております。顧客との
管理委託契約について、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交
換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
　建物の運営と、設備保守業務・警備業務・清掃業務など管理不動産を総合的に管理する管理・運営業務は、
日常反復的な業務であり、かつ、それぞれの業務の特性と顧客への移転パターンが実質的に同じであることか
ら、全体を単一の履行義務とし、これらは時の経過に応じて充足されると判断されることから、契約期間にわたり
毎月均等で収益を認識しております。
　また、リフォーム事業における主な業務は、工事の請負となっております。当該契約については、一定の期間
にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進
捗度の測定は、各事業年度の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に
基づいて行っております。なお、期間がごく短い、または金額的重要性が低い工事については、完全に履行義
務を充足した時点で収益を認識しております。
　なお、約束された対価については、履行義務の充足時点から概ね1年以内に受領しており、対価の金額に重
要な金融要素は含まれておりません。また、対価の金額が変動しうる重要な変動対価はありません。



（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 百万円

退職給付引当金 百万円

未払事業税事業所税 百万円

減損損失 百万円

関係会社支援損 百万円

その他 百万円

繰延税金資産小計 百万円

評価性引当額 百万円

繰延税金資産合計 百万円

繰延税金負債

譲渡損益調整勘定 百万円

資産除去債務に対応する除去費用 百万円

その他有価証券評価差額金 百万円

繰延税金負債合計 百万円

繰延税金資産の純額 百万円

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

（関連当事者との取引に関する注記）
１．親会社

(注)１．資金の貸付については、基本契約に基づき残高が毎日変動するため、期末残高のみを記載

　　　　しております。なお、受取利息は市場金利を勘案して、利率を合理的に定めております。

２．子会社

(注)１．資金の貸付については、市場金利を勘案して、利率を合理的に定めております。

　　　　なお、担保は受け入れておりません。

(注)2．受取配当金は子会社の財務状況を勘案し、一定の基準に基づき特別配当を受領しております。

　　　　受取配当金については、投資簿価の減額として処理しております。

未収利息 0 

750 短期貸付金 704 

資金の回収 664 
関係会社
長期貸付金

1,070 

受取利息
(注)１

16 

子会社
㈱ＴＣ
フォーラム

　所有
　　直接100.0%

役員の兼務

資金の貸付
(注)１

受取利息
(注)１

141 未収利息 0 

属　性
会社等
の名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科　目
期末残高
（百万円）

科　目
期末残高
（百万円）

親会社

東急不動
産ホール
ディングス
㈱

　被所有
　　直接100.0%

役員の兼務

資金の貸付
(注)１

－ 短期貸付金 58,005 

属　性
会社等
の名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（2025年法律第13号）が2025年3月31日に国会で成立し、2026年４月１日以後に
開始する事業年度から防衛特別法人税が導入されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の
計算に使用する法定実効税率は従来の30.62％から2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時
差異については31.52％となります。
　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債を控除した金額）は107百万円増加し、法人税等調整額が
107百万円、その他有価証券評価差額金が0百万円、それぞれ減少しております。

6,868

△ 964

5,904

55

40

862

1,104

3

100

5,804

3,541

259

375

725



（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 5,422円25銭

２．１株当たり当期純利益 509円80銭


